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(注)【特別重点】【重点】と記載のあるものは、「日本再生戦略」を踏まえた特

別重点要求、重点要求。

【復興】と記載のあるものは、東日本大震災復旧・復興対策経費.
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1 新型インフルエンザなどの感染症対策 142億円 (134億円)

0(1)新 型インフルエンザ対策の強化 6.2億 円

平成24年5月 に公布された新型インフルエンザ等対策特別措置法では、新型インフル
エンザが発生した際に速やかにプレバンデミックワクチンを接種する必要がある社会機
能維持者などが従事する事業者は、厚生労働大臣の登録を受けることになっていること
から、登録事業者を管理するための基盤整備などを行う。

(注)抗インフルエンザウイルス薬やプレバンデミックワクチンの備書に係る経費の
取扱については、予算編成過程で検討する。

(主な事業)

0・ プレバンデミックワクチン接種に係る登録事業者管理システム開発調査委託事業
28百万円

プレバンデミックワクチン接種対象者が従事する事業者は、新型インフルエンザ等
対策特別措置法に基づき、厚生労働大臣の登録を受けることとなうているため、登録
事業者を管理するためのシステム構築に必要なコンサルティングを行い、接種体制の

整備を推進する。

0・ 新型インフルエンザ対策事業 (特定接種に係る登録事業経費) 89百万円
プレバンデミックワクチン接種対象者が従事する事業者は、新型インフルエンザ等

対策特 Ell措置法に基づき、厚生労働大臣の登録を受けることとなっているため、プレ
バンデミックワクチン接種対象者が従事する事業者リストの作成などを行い、接種体
制の整備を推進する。

(補助先)都道府県
(補助率)1/2

(2)予防接種の推進 14億円 (11億円)

平成24年 5月 に厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会より今後の予防接種制度の

在り方全般について提言された「予防接種制度の見直しについて (第二次提言)」 に基づ

き、定期接種ワクチンの追加などを内容とする予防接種法の改正について検討し、必要
な措置を講ずる。          .
(注)概算要求額についてIよ、副反応報告制度の法定化など予防接種法改正に伴う必
要経費を要求。

(主な事業)

0・ 厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会 (仮称)の新設        8百 万円

予防接種行政の各種施策 (ワクチン供給、研究開発、予防接種の実施、予防接種の

有効性・安全性の評価など)について、一元的・中長期的な視点で評価・検討を行う。
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0・ 予防接種副反応報告整理・調査事業 75百 万円
予防接種後の副反応報告を法定化し、これを薬事制度上の副作用等報告と一元的に

取り扱うとともに、個々の副反応報告の評価を実施することとしている。これに伴い、

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (PMDA)に おいて、評価を行うために必要
な副反応報告の情報整理や調査を実施する。

(補助先)独立行政法人医薬品医療機器総合機構
(補助率)定額 (10/10相 当)                   |

0・ 予防接種副反応報告システム導入・運用経費 16百 万円
予防接種副反応報告の情報整理・調査を円滑に実施するため、関係機関 (厚生労働

省、国立感染症研究所、独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (PMDA))が 同時
に予防接種冨1反応報告を共有するためのデータベースを構築する。

③・予防接種事故救済給付費 12億円
定期接種ワクチンの追加に伴い、予防接種による健康被害が生じた場合に備え、予

防接種健康被害者に対する救済措置の拡充を行う。

(補助先)都道府県
(補助率)2/3(負 担割合 :国 1/2、 都道府県 1/4、 市町村 1/4)

③・予防接種に係る普及啓発                       7百 万円

広く一般国民を対象に、予防接種・ワクチンに関する正しい知識の普及啓発を図る

とともに、予防接種法改正事項 (定期接種ワクチンの追加、副反応報告制度など)に
ついて、医療従事者や医療機関を対象に研修会を行う。

(3)HTLV-1関 連疾患に関する研究の推進   10億 円 (10億円)

HTLV-1(ヒ トT細胞白血病ウイルス 1型)への感染対策と、これにより発症す
るATL(成 人T細胞白血病)や HAM(HTLV-1関 連脊髄症)の診断 1治療法な
どに関する研究を、感染症・ がん ,難病・母子保健対策が連携し、HTLV-1関 連疾
患研究領域として総合的な推進を図る。

0(4)次 世代ワクチン開発に関する研究の推進 (特別重点)   6億 円

「医療イノベーション5か年戦略」(平成24年 6月医療イノベーション会議決定)や「日
本再生戦略」 (平成24年 7月 閣議決定)を踏まえ、新興再興感染症などに対する次世代ワ
クチン (新たな混合ワクチン、万能ワクチン、遺伝子組み換えワクチンなど)の開発に
関する研究を推進する。

(※厚生科学課計上 )
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2 がん対策 392億 円(275億円)

がん対策の総合的かつ計画的な推進

がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となつている現状並びに平成
19年 4月 に施行された「がん対策基本法」及び同年 6月 に策定され、平成
24年 6月 に見直しがされた「がん対策推進基本計画」を踏まえ、総合的が
つ計画的にがん対策を推進する。

がん診療連携拠点病院において若手医師をがん医療の専門医師として育成する体制の

構築や、がん医療の専門的な知識及び技能を有する医師、看護師、薬剤師、診療放射線
技師等の育成並びにこれらの医師等に対する指導者の育成を行う。

(主な事業 )

がん診療連携拠点病院機能強化事業 28億円
がん医療水準の向上と地域格差の是正を図るため、がん診療連携拠点病院における

医師等の医療従事者に対して、放射線療法や化学療法等、質の高い医療を行うために

必要な研修を行うほか、精度の高い院内がん登録、患者や家族への相談支援等の実施、
地域の医療機関との連携を推進する。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額

①・がん医・・Rに携わる看護研修事業 31百 万円
がん治療の多様化に伴い、看護業務も多様化しており、がん看護へのニーズは高ま
つてきているため、がん看護を専門とするがん看護指導者を養成する研修会を実施し、

看護師の質の1向上を図る。

(2)がんと診断されたときからの緩和ケアの推進    13億 円 ( 5億円)

がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう、緩和ケアががんと診断
されたときから提供されるとともに、診断、治療、在宅医療など様々な場面で切れ日無
く実施されるよう、力やん診療連携拠点病院等において、各事業を実施する:

(主な事業)

0・ がん性疼痛緩和推進事業 (特別重点 )

(がん診療連携拠点病院機能強化事業費) 4.8億 円
がん性疼痛等に関する正しい知識を患者に提供し、がんの痛みを抱えたまま苦し
んでいる患者を救うため、各がん診療連携拠点病院において、がん性疼痛の緩和に
‐かかる相談支援事業の強化を行う。

(10/10))

■
‥ 放射線療法、化学療法、
医療従事者の育成

手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う
34億円 (30億円)
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(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

①・緩和ケアセンター整備事業 (特別重点)

(がん診療連携拠点病院機能強化事業費) ′3 5億 円
がん性疼痛をはじめとする苦痛を抱えた患者に対し、より迅速かつ適切な緩和ケアを提

供するため、各都道府県がん拠点病院等において、「緩和ケアセンター」を整備し、緩和ケ

アチームや緩和ケア外来の運営、重度のがん性落痛が発症した場合に緊急入院 (緊急緩

和ケア病床の確保)による徹底した緩和治療が実施できる体制整備する。また、院内の相

談支援センターや都道府県内の拠点病院、在宅医療機関等との連携を進めることにより、

診断時より切れ日の無い緩和ケア診療体制を構築する。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

(3)がん登録の推進とがん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備
9 3億円 (9 5億円)

科学的知見に基づく適切ながん医療の提供に資するよう、がん患者の診断・治療内容

等の情報を把握・分析するため、独立行政法人国立がん研究センターにおいて院内がん

登録を進めるとともに、がん診療連携拠点病院に対 して精度の高い院内がん登録を実施

するための支援を行う。また、地域がん登録を実施 していない県に対し指導するととも

に、データの集計・分析を行い、地域がん登録の促進を図る。

都道府県に地域統括相談センターを設置 し、患者 `家族らに心理、療養生活や介護な

ど様々な分野に関する相談支援等を行う体制整備に対する支援を行う。

(主な事業)

・都道府県健康対策推進事業 (がん登録部分 ) 3 3億 円
がん登録を推進し、がんの罹患者数・罹患率や治療効果の把握等、がん対策の基礎

となるデータを把握し、地域ごとのきめ細やかながん対策を進めるため、がん診療連

携拠点病院以外の医療機関においてがん登録を行うこと等により、医療機関が収集し

たがん登録情報を都道府県が回収し、がん対策の推進を図る。

(補助先)都道府県
(補助率)1/2
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(4)がんの予防・早期発見の推進 184億 円 (124億 円)

働き盛りの世代が無料で検診を受けることができる女性特有のがん検診と大腸がん検
診の体制を整備するとともに、たばこの禁煙対策を行うことで、がんによる死亡リスク
の大幅な軽減を図る。

(主な事業)

0・ 女性のためのがん検診推進事業 (特別重点) 116億 円
乳がん、子宮頸がん検診については、平成21年度より、検診の無料クーボン券等を配布
してきているところであるが、受診率の向上を図るため、引き続き財政支援を行う。
上記に加え、子宮頸がんは、若年層の権患が増加してきており、死亡率については諸外
国は低下している中、日本は上昇していることから、従来の細胞診に加え、海外で一定程
度有用性が認められているHPV(ヒトパピローマウイルス)検査を実施することで、より正
確に、より早期にがんを発見し、進行がんやがんによる死亡率の減少を図るため、一定年
齢 (20～ 40歳までの5歳刻み)の女性に対して、がん検診の無料クーポン券等を配布する
とともに、子宮頸がん罹患率の高い年代 (30歳代)については、海外で一定程度有用性が
認められているHPV検査の実施に対する支援を行う。
乳がんについては、検診受診率が低く、諸外国の死亡率が低下している中、日本では死
亡率が上昇していることから、一定年齢 (40～ 60歳までの5歳刻み)の女性に対して、がん
検診の無料クーポン券等を配布するとともに、乳がん罹患率の高い年代 (40歳代後半から
50歳代後半)についても、重点的に無料クーボン等の配布対象者を拡大しての検診実施に

対する支援を行う。

(補助先) 市町村
(補助率) 1/2
(対象年齢)・ 子宮頸がん :20歳、26歳、30歳、35歳、40歳の女性

HPV検査 :30歳～39歳の女性
・乳 が ん :40歳、45歳、50歳、55歳、60歳の女性
重点実施分 :46歳～49歳、51歳～54歳、56歳～59歳の女性

0・ たばこクイットライン事業

(がん診療連携拠点病院機能強化事業費 ) 1 6億 円
全国のがん診療連携拠点病院に「たばこ相談員」を配置 し、国民からの禁煙に関す

る電話相談を受ける体制を整え、国民の禁煙の支援を行い、また、最寄 りの禁煙にか

かわる医療機関の情報提供を行う。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

がん検診推進事業 33億円
受診勧奨事業め方策の一つとして、節目年齢の方を対象に大腸がん検診の無料クーボ
ンなどを送付し、がん検診の重要性や検診方法の理解を促すとともに、検診受診率の向上

を図る。

(補助先) 市町村
(補助率) 1/2
(対象年齢)大腸がん :40歳、45歳、50歳 155歳、60歳の男女
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(5)がんに関する研究の推進 141億円 (102億円)

(主な事業 )

0・ 難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究経費 (特別重点)

(※厚生科学課計上)50億 円
平成24年 6月 に決定した「医療イノベーション5か年戦略」を踏まえ、難治性がんや

小児がんを含む希少がん等を中心に、抗体医薬等の分子標的薬や核酸医薬、がんペプ

チ ドワクチン等の創薬研究に関して、適応拡大も含め、GLP準拠の非臨床試験や国際

水準の医師主導治験を強力に推進する。また、早期診断を可能とする革新的な診断方

法 (診断薬等)の実用化へ向けた研究を推進する。

第 3次対がん総合戦略研究経費 (※厚生科学課計上)28億 円

難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究経費 (重点化分を除く)

(※厚生科学課計上)26億 円

0(6)が ん患者の治療と職業生活の両立 5.5億 円

がん患者・経験者の就労に関するニーズや課題を明らかにした上で、がんやがん患者
・経験者に対する理解をすすめ、がん患者・経験者及びその家族等の仕事と治療の両立

を支援する。

(主な事業)

O・ がん患者の就労に関する相談・情報提供事業 (特別重点)
(がん診療連携拠点病院機能強化事業費)                3 2億 円

長期の治療等が必要ながん患者の「治療と仕事の両立」等を支援するため、がん診療

連携拠点病院に相談窓口を設置し、就労に関する相談支援及び情報提供を行う。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

0・ がん患者の就労問題に関する実態分析事業 (特別重点 ) 60百 万円
がん診療連携拠点病院を中心に、がん患者、医療従事者、相談支援センター相談員に

調査を実施 し、がん患者の就労の実態を把握 し、今後の課題やがん患者のニーズを分析

する。
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(7)小児へのがん対策の推進 4=8億 円 (4億円 )

小児においてがんは病死原因の第 1位であり、がん対策推進基本計画では小児がん患
者とその家族が安心して適切な医療や支援を受けられるような環境の整備を目指してい
ることから、小児がん拠点病院や小児がんの中核的な機関の整備等を行う。

(主な事業)

0・ 小児がんセンター (仮称)基盤整備事業                 1億 円
(がん診療連携拠点病院機能強化事業費)

小児がん拠点病院をとりまとめ、情報の集約・発信、診療実績などのデータベースの

構築、コールセンター等による相談支援、全国の小児がん関連施設に対する診療、連携、
臨床試験の支援等の機能を担う中核的な機関 (小児がんセンター (仮称))の機能強化を
行う。

(補助先)独立行政法人等
(補助率)定額 (10/10)

(8)がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な経費
20百万円 (21百万円)

がん対策の総合的な調整・推進を図るため、都道府県計画の作成に関する支援、国際
、連携体制の構築、国民に対するメッセージの発信、施策の進捗管理及び評価等を行う。

・がん対策推進費                         16百 万円
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3 肝炎対策 242億 円 (239億 円)

(1)肝炎治療促進のための環境整備      107億 円 (137億円)

インターフェロン治療及び核酸アナログ製剤治療を必要とする肝炎患者がその治療を
受けられるよう、医療費の助成を行う。

(主な事業)

肝炎治療特別促進事業の実施 106億 円

B型肝炎及びC型肝炎は、インターフェロン治療あるいは核酸アナログ製剤治療に
より、ウイルスの排除・増殖の抑制が可能であり、その後の肝硬変、肝がんといった

より重篤な病態への進行を防ぐこと又は遅らせることが可能であることから、これら

の治療に係る患者の自己負担を軽減することにより、適切な医療の確保及び受療促進

を図る。

(補助先)都道府県
(補助率)1/2

(2)肝炎ウイルス検査等の促進          41億 円 (41億円)

保健所等における利便性に配慮した検査体制を確保し、肝炎ウイルス検査等を実施す

るとともに、個々人へのアプローチを積極的に行うなど、着実に検査の受検促進を図る。

(主な事業 )

保健所における肝炎ウイルス検査等の実施            ′  17億 円

保健所等において、希望者に対して肝炎ウイルス検査等を実施する。

(補助先)都道府県、保健所設置市、特別区
(補助率)定額 (1/2)

健康増進事業における肝炎ウイルス検査等の実施             24億 円

健康増進法に基づき市時村が実施する健康増進事業のうち、肝炎ウイルス検診につ

いて、引き続き個別勧奨による検診受診促進を図ることとし、肝炎ウイルスの早期発

見を推進する。

(補助先)都道府県、(間接補助先 :市町村)t政令指定都市
(補助率)定額 (1/3)
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(3)健康管理の推進と安全 “
への対応 (一部特別重点)

安心の肝炎治療の推進、
1

肝硬変・肝がん患者
2億円 (9.9億円)

都道府県が指定・整備する「肝疾患診療連携拠点病院」に加え、二次医療圏に 1カ所

程度で整備されている「肝疾患専門医療機関」においても、患者、キヤリア等からの相

談に対する支援体制を整備することにより、患者支援の充実を図る。

またミ肝炎情報センターにおいてこれら拠点病院に対する支援として、医師等に研修

を行い、治療水準の向上を図るとともに、患者の視点に立った支援対策等を推進する。

(主な事業 )

肝疾患診療連携拠点病院等連絡協議会の設置等 6.2億 円

都道府県において、肝疾患診療連携拠点病院を整備し、肝疾患診療連携拠点病院等卍

連絡協議会を設置するとともに、患者等からの相談等に対応する体制 (相談センタ■)

を整備する。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

①・肝炎患者の球労に関する相談支援体制の強化 (特別重点 ) l o億 円

「肝炎対策基本指針」などを踏まえ、就労継続を希望する肝炎患者に対 し、肝疾患

診療連携拠点病院の肝疾患相談センターなどで肝炎患者の「治療と職業生活の両立」

などの就労に関する問題に対し、適切な情報提供や相談支援を行う。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

(4)国民に対する正しい知識の普及と理解     2億 円 (1.8億円)

り‐フレットの作成、講習会やシンポジウムの開催等により、積極的に普及啓発を図

るとともに、保健所等において肝炎に関する相談受付を実施するほか、電話・FAXに よる

相談窓口を設けるなど、患者を含む国民に対する情報提供体制を確保する。

(主な事業) '

0・ 肝炎総合対策推進国民運動による普及啓発の推進 1億円

肝炎に関する知識や肝炎ウイルス検査の必要性を分かりやすく伝え、あらゆる国民
が肝炎に係る正しい知識を持ち、自ら積極的に早期発見・早期治療に向けて行動変容
していく新たな国民運動を展開する。
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(5)研究の推進 (一部特別重点) 81億円 (49億円)

平成 24年度を初年度とする「肝炎研究 10カ 年戦略」に基づき、B型肝炎や C型肝
炎等の新たな治療方法等の研究開発を推進する。また、平成 22年 ¬月に施行された「肝
炎対策基本法」及び平成 23年 5月 に策定された「肝炎対策基本指針」の趣旨を踏まえ、
引き続き、肝炎対策を総合的に推進するための基盤となる行政的な研究を推進する。

(主な事業 )

肝炎等克服緊急対策研究事業 (一部特別重点) (※厚生科学課計上)27億 円

ウイルス性肝炎は国内最大級の感染症であり、感染を放置すると肝硬変、肝がんと
いつた重篤な病態に進行する。この克服のために、肝炎ウイルスの持続感染機構の解
明や肝硬変における病態の進展予防及び新規治療法の開発等を行う、肝炎に関する基
礎、臨床、疫学研究等を推進する。

B型肝炎創薬実用化等研究事業 (一部特別重点)  (※ 厚生科学課計上)30億 円

B型肝炎の治療薬である核酸アナログ製剤は、原則として一生服用し続ける必要が
あり、薬剤耐性等により中断した場合には病状が悪化することが懸念される。このた

め、B型肝炎の新規治療薬の開発等を目指し、大規模スクリーニング等の創薬研究や
臨床研究等の強化、推進を図る。

0。 国立国際医療研究センターの研究基盤体制の整備 (特別重点 ) 16億 円

我が国の肝炎研究の中核施設である国立国際医療研究センター (肝炎免疫研究セン

ター)に、高度かつ先進的な臨床研究を行うことのできる体制整備を行う。
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4 難病対策 469億 円 (459億 円)

(1)難病患者の生活支援等の推進      356億 円 (356億 円)

難病対策については、「社会保障・税一体改革大綱」 (平成24年 2月 17日
閣議決定)と「平成24年度以降の子どものための手当等の取扱いについて」
(平成23年 12月 20日 四大臣合意 (内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、厚
生労働大臣))に基づき、引き続き、予算編成過程で検討する。

(注)厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会で、「今後の難病対策の在
り方 (中間報告 )」 (平成24年 3月 16日 )がとりまとめられた。

【参考】社会保障・税一体改革大綱 (抄 )
3 医療・介護等②
(12)難病対策
○ (3)の長期高額医療の高額療養費の見直しのほか、難病患者の長期かつ重度の精神
的。身体的・経済的負担を社会全体で支えるため、医療費助成について、法制化も視
野に入れ、助成対象の希少・難治性疾患の範囲の拡大を含め、より公平・安定的な支
援の仕組みの構築を目指す。
また、治療研究、医療体制、福祉サービス、就労支援等の総合的な施策の実施や支
援の仕組みの構築を目指す。
☆ 引き続き検討する。

(主な事業 )

特定疾患治療研究事業 350億 円
治療法が確立していない特定疾患に関する医療の確立、普及を図るとともに、患者
の医療費の負担軽減を図る。(対象疾患 :56疾患)

(補助先)都道府県
(補助率)1/2、 10/10(特定疾患治療研究費のうちスモン分、スモンに対する

はり、きゅち及びマッサージ治療研究費)

難病相談・支援センター事業 1 4億 円
難病患者のもつ様々なニーズに対応したきめ細かな相談支援が行えるよう、都道
府県毎の活動拠点となる「難病相談・支援センター」において、地域における難病
患者支援対策を一層推進する。(47ヶ所)

(補助先)都道府県
(補助率)1/2

重症難病患者入院施設確保事業 1.4億 円
在宅療養中の重症難病患者であつて、常時医学的管理下に置く必要のある者が

介護者の事情により在宅で介護等を受けることが困難になつた場合に一時的に入院
することが可能な病床を、各都道府県の難病拠点病院に確保する。

(補助先)都道府県
´ (補助率)1/2
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・難病患者サポー ト事業                    1.8百 万円

患者・患者家族の療養や生活上の不安、ス トレスを解消するため、患者団体等を

対象にサポー ト事業を実施し、難病患者支援策の充実を図る。

(委託先)公募

(2)難病に関する調査 研究の推進 (一部特別重点)
1  1 3億円 (102億 円)

・難治性疾患克服研究事業等 (一部特別重点) (※ 厚生科学課計上) 113億 円
難病の革新的診断・治療法の開発を促進するため、平成24年 6月 に決定 した「医
療イノベーション5か年戦略」を踏まえ、創薬研究をはじめ、再生医療技術を用い
た研究や個別化医療に関する研究を総合的 口戦略的に推進するとともに、国際ネッ

トワークヘの参加などを通じて、難病対策の国際的連携を図る。

また、希少疾病の中でもきわめて患者数の少ない疾病の医薬品や医療機器を開発

する企業等に対する支援の強化を図る。
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5 エイズ対策の推進 57億円 (57億円 )

HIV感 染やエイズの発症予防のため、同性愛者等が集まる場所に 焦点 を
絞つた普及啓発や、保健所等において、夜聞・休日など利用者の利便性に配慮 した検
査・相談を行う。また、HIV感 染者・エイズ患者への在宅医療・介護を含む医療体
制の整備を図るとともに、患者等の生活の質を高めるため、電話相談やカウンセリン

グ等を行う。

(1)発生の予防及びまん延の防止 5億円 (5億円)

保健所等における検査・相談体制の充実等により、エイズの発生とまん延の防止を図
るとともに、 HIv感 染者等の相談窓口を設置し、電話相談やカウンセリング等により
感染者等のケアを行う。        ,

(主な事業)

保健所等におけるHIV検 査・相談事業 2 7億 円
平成24年 6月 に実施した厚生労働省行政事業レビューの公開プロセスの結果など
を踏まえ、HIV検査・相談について、利便性に配慮した体制の整備、検査の必要性
が高い対象者や当該対象者の多い地域の重点化など、効率的・効果的な施策の推進を
図る。

(補助先)都道府県、政令市、特別区
(補助率)1/2

HIV感 染者等保健福祉相談事業 78百 万円
全国の中核拠点病院にカウンセラーを設置し、HIV感染した者及びその家族に対
する相談を実施することにより、その社会的・精神的な問題の軽減に寄与するととも
に、HIV検査について検査機会を確保するため、世界エイズデーやHIv検査普及
週間等のイベントを活用した検査等を実施する。

(委託先)公募

血液凝固異常症実態調査事業 7百万円
血液製剤を通じてHIVに感染した血友病患者を中心に血液凝固異常者の病態を把
握し、HIVのみならず血液凝固異常症の患者に及ぶ様々な障害について調査し、治
療と生活の向上に寄与するために必要な情報を整理し、研究者、臨床医等に提供する
ことにより、治療とQOLの 向上を図る。
(委託先)公募

(2)医療等の提供及び国際的な連携 12億円 (13億円)

エイズ治療拠点病院を中心とする医療従事者への実務研修や診療情報網の強化等、総
合的な医療提供体制を確保するとともにミわが国のエイズに関する国際貢献への期待に
応え、国際協力を通じて、国際的な連携を図る。        .   :
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(主な事業 )

・ HIV感 染者・エイズ患者の在宅医療・介護の環境整備事業
39百万円

HIV治 療の進歩により長期存命が可能となったHIV感 染者・エイズ患者への
在宅医療・介護の環境を整備するため、訪問看護師や訪間看護治療研究費への実地

研修、かかりつけ医や地域の歯科医への講習会等を実施する。

(委託先)公募

・中核拠点病院連絡調整員要請事業                 12百 万円

より高度な医療を受けられる地方プロック拠点病院に集中するHlV感染者やエイ
ズ患者を地域の医療機関で受け入れるための調整を行う連絡調整員 (コーディネ=
ターナース)を養成し、HlV医療の連携体制を強化する。
(委託先)公募

・血友病患者等治療研究事業                  4 6億 円

先天性血液凝固因子障害等患者のおかれている特別な立場に鑑み、社会保険各法
の規定に基づく自己負担分を公費負担する。

(補助先)都道府県
(補助率)1/2

(3)普及啓発及び教育 12億円 (12億円)

国民のエイズに対する関心と理解を深めるため、青少年や同性愛者等の個別施策層ヘ

の普及啓発、世界エイズデー等における普及啓発イベン トやインターネットによる情報

提供等を実施する。

(主な事業)     ‐

・NGO等への支援事業                    1.5億 円

より効果的なHIV感染予防の普及啓発や患者支援を行うため、HIV陽性者や
同性愛者等で構成されるNGO・ NPOに よる当事者性のある活動への支援を行
う。

(委託先)公募
・「世界エイズデーJ普及啓発事業               28百 万円

国民のエイズに関する関心と理解を高めるため、WHOの 提唱する 12月 1日 の
「世界エイズデー」に合わせ、街頭等における啓発普及活動を実施し、エイズに関

する正しい知識の浸透を図る。

(委託先)公募

(4)研究開発の推進 (一部特別重点) 29億円 (27億円)

我が国のHIV感染者・ エイズ患者の報告数は依然として増加し続けており、また多
剤併用療法の普及による療養の長期化に伴う新たな課題が生じている。これらの課題に

対応するべく臨床分野、基礎分野、社会医学分野、疫学分野における研究を行う。
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(主な事業)

・医療イノベーション5カ年戦略の着実な推進 (特別重点)(※厚生科学課計上)
2.4億 円

「医療イノベーション5か年計画」を踏まえ、HlV感染症のまん延の防止に資
する、世界初のエイズ予防ワクチンの開発を進めるとともに、新たなHIV治療薬
や合併症の治療薬の開発を行い、HlV感染症の長期予後の改善を図る。

リウマチ、気管支喘息、ア トピー性皮膚炎、花粉症、食物アレルギー等免疫ア レル
ギー疾患の治療法等の研究を推進する。またt都道府県において、リウマチ系疾患や
食物アレルギー等に関する研修の実施、正 しい知識の普及啓発、診療ガイ ドラインの

普及等を行う。

(主な事業 )

リウマチ・アレルギニ特別対策事業                  6百 万円
リウマチ系疾患や食物アレルギー等について新規患者の抑制を図るため、研修の

実施、正しい知識の普及啓発、診療ガイ ドラインの普及等情報提供等を行う。

(補助先)都道府県、政令指定都市、中核市
(補助率)1/2

アレルギー相談センター事業 10百万円
アレルギー患者やその家族に対 し、免疫アレルギー疾患予防・治療研究事業の成
果やアレルギー専門家、専門医療機関の所在、最新の治療指針等の情報提供等を行う。
(補助先)財団法人日本予防医学協会
(補助率)定額 (10/10)

・免疫アレルギー疾患等予防・治療研究事業   (※ 厚生科学課計上) 3 9億 円
免疫アレルギー疾患は、長期にわたり生活の質を低下させるため:国民の健康上
重大な問題となつているため、免疫アレルギー疾患について、発症原因と病態との

関係を明らかにし、予防、診断及び治療法に関する新規技術を開発するとともに、
既存の治療法の再評価を行うことにより、国民に対してより良質かつ適切な医療の

提供を目指す。                   .

6 リウマチ・アレルギー対策の推進    4億 円 (5.9億円)
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7 腎疾患対策の推進 2.1億円 (2.4億円)

慢性腎臓病 (CKD)に 関する診断・治療法の研究開発を推進する。また、都道府
県において、CKDに 関する連絡協議会の設置、研修の実施、正しい知識の普及啓発
等を行う。         、

(主な事業)

・慢性腎臓病 (CKD)特 別対策事業                 9百 万円
CKD対策を推進するため、都道府県において連絡協議会の設置、研修の実施、
正しい知識の普及啓発等を実施する。

(補助先)都道府県、政令指定都市、中核市
(補助率)1/2

腎疾患重症化予防実践事業 28百万円
腎疾患の重症化や透析導入患者の増加を抑制するため、透析患者数を当初予測よ

り15%減 らすための「腎疾患重症化予防のための戦略研究」の成果を利用した個
別栄養指導等の予防プログラムを実践する。

(委託先)公募

腎疾患対策研究事業 (※厚生科学課計上)1.7億 円
腎機能異常の早期発見、早期治療、重症化防止とともに、診療現場における診療

連携等の有効な診療システムのエビデンスを確立し、CKDの腎不全への進行を防
止し、新たな透析導入患者の減少を図るための研究を戦略的に実施するとともに、
腎疾患の病態について解明を進め、安全で有効な診断 ,治療法の開発を推進する。

8 慢性疼痛対策の推進 0.8億 円 (1.2億円)

「慢性疼痛」を来す疾患には、数百万人の患者が罹患しており、多額の医療費を要
し、社会的損失も大きいため、平成 21年度より開催している「慢性の痛みに関する
検討会」の報告を踏まえ、平成 23年度より慢性の痛みに関する診断・治療法の研究
開発を推進し、平成24年度より相談事業を実施している。

(主な事業)

。からだの痛み相談・支援事業                    lo百 万円

疼痛患者・患者家族が症状を訴えても適切な診断・助言が得られないという現状

を改善するため、的確な相談や助言ができる信頼性の高い相談窓口等患者の受け皿

的機関を設け、患者 。家族へのサポー ト体制の整備を図る。

(補助先)公募
(補助率)定額 (10/10)

慢性の痛み対策研究事業

慢性の痛みに関する研究を継続的に実施するための基盤を形成すること、効率的
かつ効果的な行政施策を実施するために必要な情報を収集すること、病態解明や客

観的な評価方法の確立や画期的な診断・治療法の開発等を推進する。

(※厚生科学課計上) 0.7億 円
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9 移植対策 32億円(27億円)

(1)造血幹細胞移植対策の推進 (一部特別重点) 24億 円 (18億円)

骨髄移植、末梢血幹細胞移植、膳帯血移植の 3種類の移植法のうち、患者の疾病の種類
やステージに応じて、最適な移植法を選択l実施できる体制を整備するなど、造血幹細胞
移植対策の推進を図る。

(主な事業)

0・ 造血幹細胞移植患者・ ドナー情報登録支援事業 38百 万円
患者の治療内容やドナーの健康等の情報を登録・分析し、個人が特定されないよう
プライバシーに十分配慮した上で、医療機関や研究者のみならず、患者相談を行つて
いるNPOな どに提供することにより、患者や主治医が3種類の移植術のうち患者の疾病
の種類やステージに応じて最適な移植法を選択し、治療を受けられるような体制整備を
行う。

(補助先)日本赤十字社
(補助率)定額 (10/10、 1/2)

0・ 造血幹細胞移植拠点病院整備事業 (特別重点) 2 3億 円
造血幹細胞移植 (骨髄移植、末梢血幹細胞移植、済帯血移植)及び採取術を相当数行
う病院の中から拠点的な病院を指定し、早期治療の実践を行うとともに、造血幹細胞移

植に関する人材の育成、研究等を行い、治療成績の向上を図る。

(補助先)医療法人、独立行政法人等
(補助率)定額 (10/10)

末梢血幹細胞採取体制の整備 (特別重点)                 3億 円

末梢血幹細胞の採取施設認定に要する設備の購入に対する補助を行い、諸外国でも有
力な治療法となっている末梢血幹細胞移植の体制整備を行う6

(補助先)医療法人、独立行政法人等
(補助率)定額 (10/10)

①・贖帯血の品質向上のための共同事業に対する支援            20百 万円

騎帯血の調製保存技術に関する研修や、採取病院に対する研修などを支援し、隋帯血

、 の品質の一層の向上を図るとともに、晴帯血移植の更なる安全性の確保を図る。

(補助先)日本赤十字社
(補助率)定額 (10/10)

(2)臓器移植対策の推進 6.7億 円 (7億円)

脳死下臓器提供事例力`増加している中、臓器移植が適切に実施されるよう、あっせん

業務に従事する者の増員を行い、あつせん業務体制の充実を図るとともに、引き続き、
移植医療への理解や臓器提供に係る意思表示の必要性について普及啓発に取り組む。
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(主な事業)

0・ あつせん事業従事者の増員                      18百 万円
脳死下臓器提供事例への適切な対応や ドナー家族のケアの強化、提供体制整備の支
援を行うため、連絡調整者 (コ ーディネーター)の増員 (35人→38人)を行う。
(補助先)(社 )日本臓器移植ネットワーク. (補助率)定額 (10/10)

-18-



10 健康増進対策 37億円(30億円)

(1)健康づくり・生活習慣病予防対策の推進    20億 円 (17億円)

健康寿命の延伸を実現することなどを目的とした「健康日本 21(第 2次 )」 を着実
に推進するため、国民一人ひとりが日々の生活の中で自発的に健康づくりの具体的な行
動を起こしていけるよう、地域で日頃の健康づくりに対する助言などを行う人材 (健康
サポーター)の養成や民間企業との連携をさらに推進し、健康づくりの国民運動化を推
進する事業などを実施する。

(主な事業)

①・健康サポーター (健人)育成事業 1億円
「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」を踏まえ、地域の幅広い主体との連
携を進めることにより、住民が等しく健康づくりに勤しむことができる環境を整備す
るため、人と人との信頼関係やネットワークといった社会関係資本など (ソーシャル
キヤピタル)の核となる人材の育成を図る。

(補助先)公益法人等
(補助率)定額 (10/10)

・健康日本 21推進費
・健康増進事業 (肝炎対策分除く)

(補助先)都道府県 (間接補助先 :市町村 )、 政令指定都市
(補助率)1/2、 1/3

0・ たばこクイットライン事業 (再掲 ) 1 6億 円

(2)生活習慣病予防に関する研究などの推進    17億 円 (12億円)

①生活習慣病の新規治療薬の研究開発など 13億円 (12億円)
生活習慣病の予防から診断、治療に至るまでの研究を体系的に実施する中で、糖尿病
などの合併症に特化した予防、診断、治療に関する研究を重点的に推進し、今後の対策
の推進に必要なエビデンスの構築を目指す。

(主な事業)

0・ 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 (一部特別重点)

②新規治療薬の臨床応用に向けた基盤整備
`    (※ 厚生科学課計上)11億 円

4.4億 円
糖尿病の新規治療薬等の臨床応用に向け、精尿病患者の血糖管理状況や合併症の発生

状況などの臨床情報の集積や医療従事者の研修などを行う糖尿病診療管理拠点病院を整

備する。

(主な事業)

0・ 糖尿病診療管理ネットワーク強化事業 (特別重点)
(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 :独立行政法人等 (定額‐10/10)
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■

‥

■
‥ 保健衛生施設などの災害復旧に対する支援 (復興 (復興庁計上))

7.3億 円

東日本人震災で被災 した保健衛生施設などのうち、各自治体の復興計画で、平成25年

度に復旧が予定されている施設などの復旧に必要な経費について、財政支援を行う。

(主な事業 )

・保健衛生施設などの設備災害復旧に対する支援          9o百 万円

(補助先)都道府県、市町村、医療法人等
(補助率)定額 (施設毎に定める額 )

・保健衛生施設などの施設災害復旧に対する支援          6 4億 円

(補助先)都道府県、市町村、医療法人等
(補助率)財政援助法又は予算措置により国庫補助率を嵩上げ
1/2→ 2/3(例 :火葬場、公的精神科病院など)
1/3→ ¬/2(例 :市町村保健センター、民間精神科病院など)

12 水道事業の適切な運営など 671億 円(582億 円)

(1)安全で安心できる水道水の供給に向けた高度浄水処理の推進 (重点 )
30億円

有機化学物質や病原性原虫などによる水質汚染への対処の必要性が高まる中、平成24    '
年 5月 に利根川水系でホルムアルデヒドによる水質汚染事故も発生したことから、同様
の水質汚染事故を未然に防止し、水道水の安全性の確保、安定供給を図るため、緊急的
に市町村での高度浄水施設の整備を推進する。

・水道施設整備費補助

(補助先)市町村、一部事務組合
(補助率)4/10,1/3,1/4

30億円

(2)水道事業の適切な運営         185億 円 (206億 円)

水道の広域化と施設の適切な更新を進めるとともに、水道水による健康リスク低減の
ため、引き続き水道水質基準の検討、水質検査体制の精度確保を図る。

(主な事業)

0・ 浄水技術評価制度検討事業費 〔非公共〕               lo百 万円

紫外線処理等の新しい浄水処理技術にういての有効性、適合性を比較検証し、新たに

導入された技術の施設診断手法を確立する。
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0・ 水道施設危機管理体制構築事業費 〔非公共〕     、      lo百 万円
広域災害への迅速な対応を図るため、全国の水道事業の台帳、図面等を電子化し永道
施設の簡易情報共有システムを構築するとともに、災害時の情報集約、応援体制の整備
等の危機管理体制を構築する。

・水道施設整備費補助 〔公共〕 184億 円
安全で良質な水道水を安定的に供給できるよう市町村等が実施する水道施設の整備に

対して補助を行う。

(補助先)市町村、一部事務組合
(ネ甫月町コF) 1/2,4/10,1/3,1/4                              

｀

(3)水道施設の防災対策 (復興)       256億 円 (176億 円)

東日本大震災を教訓として、東海地震や東南海・南海地震など、大地震の切迫性が高
いと想定される地域での水道施設の耐震化を推進する (基幹管路の耐震化率31%:平成
224F層:)。

・水道施設整備費補助 (全国防災 )

(補助先)市町村、一部事務組合
(補助率)1/2,4/10,1/3,1/4

256億 円

(4)水道施設の復旧・復興 (復興 (復興庁計上))
200億 円(200億 円)

東日本大震災の津波等で甚大な被害を受けた地域で、都市計画の見直しを伴うなど、

通常の原形復旧では対応できない水道施設の復旧・復興を図る。

水道施設災害復旧事業費補助

(補助先)市町村ミー部事務組合
(補助率)30/100～ 90/100,2/3,1/2

200億 円
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13 生活衛生関係営業の指導や振興の推進等  27億 円(26億円)

中小零細の生活衛生関係営業者の営業の振興と、衛生的で安心できるサ
ービスの提供を推進するため、全国生活衛生営業指導センターのシンクタ
ンク機能及び、都道府県生活衛生営業指導センターの総合調整機能の強化
を図ると共に、組合 口連合会の先駆的取組への支援を行うほか、株式会社
日本政策金融公庫の低利融資を行う。
東日本大震災により被災した営業者自らが復興の担い手となるよう、被
災した営業者の営業再開を支援する。

(主な事業 )

・生活衛生関係営業対策事業費補助金 8億円
全国生活衛生営業指導センター及び都道府県生活衛生営業指導センターのシンク

タンク機能や総合調整機能を強化 し、理容・美容、クリニニング、飲食店等の生衛

業者が連携して行う地域の活性化を図るなどの事業に対し、支援・指導を行う。

(補助先)① 全国生活衛生営業指導センター
②都道府県
③全国生活衛生同業組合連合会、都道府県生活衛生同業組合

(補助率)① 、③定額
②定額 (1/2)

株式会社日本政策金融公庫補給金 18億円
生衛業の振興及び経営の安定を図るため、事業の実施に必要な設備投資及び運転

資金の確保を図るため株式会社日本政策金融公庫における生活衛生資金貸付業務に

対する補給金。

(補助先)株式会社日本政策金融公庫
(補助率)定額
(参 考)貸付計画額 1,150億 円

・被災した生活衛生関係営業者への支援 (復興 (復興庁計上 )) 1、 4億円

店舗の再建が困難な被災した生活衛生関係営業者の復興を支援するために、

仮設クリーニングエ場の設置などを支援することにより、営業者の自立を支援

する。

(補助先)全国生活衛生同業組合連合会、都道府県生活衛生同業組合、財団法人全
国生活衛生営業指導センター

(補助率)定額
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14 B型 肝炎訴訟の給付金などの支給   572億 円(345億 円)

「特定 B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法Jに基づき、B型肝
炎ウイルスの感染被害を受けられた人々への給付金などの支払いに万全を期すため、社会

保険診療報酬支払基金に設置 した基金に給付金などの支給に必要な費用を積み増しする。

(交付先)社会保険診療報酬支払基金

15 原爆被爆者の援護     1,477億 円 (1,478億 円)

○保健、医療、福祉にわたる総合的な施策の推進

高齢化が進む原爆被爆者の援護施策として、医療の給付、諸手当の支給、原爆養
護ホームの運営、調査研究事業など総合的な施策を引き続き推進する。
|また、「「原爆体験者等健康意識調査報告書」等に関する検討会」の報告書の趣旨
に基づき、広島原爆による黒い雨を体験したと訴える方々に対して、不安軽減のた
めの取組を推進する。

(主な事業)
・医療費の支給、健康診断                437億 円

・諸手当の支給                     93¬ 億円

。保健福祉事業 (原爆養護ホームの運営等)         65億 円
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16 ハンセン病対策の推進 381億 円 (388億 円 )

「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律Jな どに基づき、ハンセン病療養所の
入所者への必要な療養の確保、退所者などへの社会生活支援策、偏見・差別の解消の

ための普及啓発などの施策を着実に実施する。また、ハンセン病療養所での歴史的建

造物などの保存に向けた取組を推進する。

(1)謝罪 口名誉回復措置 13億円 (14億円)

ハンセン病の患者であった者などの名誉の回復を図るため、普及啓発その他必要な措

置を講じる。

(主な事業 )
・国立ハンセン病資料館運営費                 3 2億 円

国立ハンセン病資料館を運営し
=ハ
ンセン病やハンセン病対策の歴史に関する正

しい知識の普及啓発などを行う。

(委託先)公募

・歴史的建造物等の保存等経費                 3 8億 円

ハンセン病療養所の歴史的建造物の保存などに向けた取組を行う。

うち重監房再現に関する経費               3 7億 円

国立療養所栗生楽泉園に設置されていた重監房の再現・展示のための施設を

整備

|

(2)在園保障 337億 円 (342億 円)

私立ハンセン病療養所の運営を支援し、入所者に対する必要な療養の確保を図る。

(主な事業)

・私立ハンセン病療養所運営経費                  1億 円

(補助先)(―財)神山復生病院
(補助率)定額 (10/10)

・国立ハンセン病療養所運営経費 (※医政局計上)        336億 円

(3)社会復帰・社会生活支援 31億円 (32億円)

退所者給与金・非入所者給与金の支給、ハンセン病療養所入所者家族に対する生活援

護などを行う。

(主な事業)l
・退所者等対策経費                       28億 円
ハンセン病療養所の退所者に対して、退所者給与金を支給する。また、裁半1上の

和解が成立した非入所者に対して、非入所者給与金を支給する:

- 24 -



17 地域保健対策の推進 10億円 (9.2億円)

(1)人材育成対策の推進 2.3億 円 (1.3億 円 )

地域保健従事者に対する人材育成の中核となる保健所等を中心とした現任教育体制の

構築、人と人との信頼関係やネットワ=ク といった社会関係資本など (ソーシャルキヤ
ピタル)の核となる人材の育成など、円滑な人材育成を実施するための支援策を講ずる。

(主な事業 )

・地域保健従事者の現任教育体制の推進               49百 万円

地域保健従事者の人材育成ガイ ドラインの作成及び研修実施の評価など人材育成

の中核となる保健所等を中心とした現任教育体制の構築を推進するとともに、それ

以外の保健所等の研修内容の把握・評価を行い必要により助言などを行う。

また、研修責任者の人材育成能力の向上のため、国立保健医療科学院が行う研修

に参加する際の代替職員配置等の支援を行う。

(補助先)都道府県、政令指定都市
(補助率)1/2

・新任保健師の育成支援                      15百 万円

新任保健師が家庭訪問などを行う際に退職保健師が育成 トレーナーとなって同行

し必要な助言などを行うとともに、研修への参加機会の確保のため自治体に対し代

替職員設置などの支援を行う。

(補助先)都道府県、保健所設置市、特別区、市町村
(補助率)1/2

(2)地域・職域の連携体制等の推進      2.3億 円 (2.3億円)

(主な事業 )

・地域・職域連携推進事業                     49百 万円

広域的な地域・職域の連携を図り、生涯を通じた継続的な保健サービスの提供体

制を整備する。

(補助先)都道府県、保健所設置市、特別区
(補助率)1/2

(3)地域健康危機管理対策の推進      ′5.5億円 (5.6億円)

(主な事業 )

・健康安全・危機管理対策総合研究の推進 (※厚生科学課計上)    4.5億 円

地域での健康危機管理体制の基盤強化などに資する健康安全・危機管理対策総合
研究事業により総合的な研究を推進する。

―

④

―



<計 数 編 >
25年 度 要 求 額        373, 592百 万 円

うち日本再生戦略の実現のための施策      18, 499百 万円

うち東日本大震災からの復興に向けた施策    46, 575百 万円
うちB型肝炎ウイルス感染者給付金等支給経費  57, 200百 万円

(24年度予算額 336, 203百 万円)

その他の政策的経費
(新型イ″ルエンサ

・
対策、

がん対策等)

1,234億円(330%) 難 病

349億 円(384り
医療費
910億円(24.4)

平成25年度
健康局要求額

3,736億 円
(100%)

肝 炎

104億円(11.鋼)

結核等

32億円(35%)

手 当

904億円(242%)
公共投資関係費

688億円(18.4%)保健衛生施設整備費等

10億円(28%) 原 爆
897億円(99.2)%

水道施設整備費

669億円(97.2%) 毒ガス等

71蜃 R(0.8%)



平成25年度健康局予算要求 (対策別 )の概要

25年度要求額      373, 592百 万円
うち日本再生戦略の実現のための施策     18, 499百 万円
うち東日本大震災からの復興に向けた施策   46, 575百 万円
うちB型肝炎ウイルス感染者給付金等支給経費 5フ , 200百万円



1.新型インフルエンザ等感染症対策・ B型肝炎訴訟対策・・・・ ロ

2.がん対策・・ ロ

3.肝炎対策 口・・・・ 口・・ 口田■ヨロ"ロ ロ・・・ 口・ ロロ・・

4.難病対策、リウマチ ロアレルギー対策、

腎疾患対策、慢性疼痛対策 ロロ・ ロロ

エイズ対策・ハンセン病対策・ ロロロ・ ロロロロロロ・・・ ロロ

移植対策 ロロ・・・・・・ rロ ロロロ■●・ 口・ 口・・ E Eロ ロ

健康増進対策‐・ ロロロ■口■口■ロロ・・ 口・・ ロロロ・ ロロ

保健衛生施設等整備 (災害復旧に対する支援を含む)・ 口・ 口・

水道事業の適切な運営等 ロロ・ 口・ ロロロヨ・ 口・・ ロロロロロ
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新型インフルエンザ等感染症対策・ 甲型肝炎訴訟対策

〉は他局計上分を含む。

項事
平成24年度

当初予算額

平成25年度

概算要求額
考備

感染症対策

(1)感染症の発生・拡大に備
えた事前対応型行政の構

(2)良質かつ適切な医療の提
供体制の整備

(3)感染症の発生予防・防止
措置の充実

(4)調査研究体制の強化

(5)人材育成の充実

(6)国際協力の強化

(7)動物由来感染症対策

(8)その他

2_B型肝炎訴訟対策

築

く

く

く

く

く

百万円
13,446〉
8,789

2,779〉

2,285

3,823〉

3,823

1,115〉

665

3,568〉
48B

く

く

く

く

111)
49

572〉

15

46〉

32

1,431′〉

1,431

34,484

く

く

百万円
14,200〉
9,265

3,164〉

2,682

く

3;735〉

3,735

1,120〉

671

4,055〉
587

く

く

く

く

110〉

49

479〉

15

44〉

32

1,493〉

1,493

57,200

〈うち

百万円

【特別重点】600〉

Dフ
・レヽ・ンテ・ミックワクテン接種に係る登録事業者管理ステム

開発調査委託事業費
‐

・ 感染症対策特別促進事業費

D うち特定接種に係る登録事業経費
うち結核対策特別促進事業 (DOTS事業等)

][]欝 ]麓 鰤

『

叙
Fl

・ HTLV-1対 策推進費
・ 感染症流行予測調査費
・ 病原体等管理体制整備事業費
・ 感染症発生動向調査事業費
‐麻しん排除対策推進費
・ 感染症発生動向調査システム費

(注)抗インフルエンザウイルス薬やプレバンデミックワクチンの備
蓄に係る経費の取扱については、予算編成過程で検討する。

・ 感染症指定医療機関運営費
・ 結核医療費   )

D予防接種に係る普及啓発経費
・ 感染症予防事業費

674

3.034

]::|[]墓
]:]「
琶蕎通費

        :i
・ 予防接種後副反応・健康状況調査事業費      

‐
29

・ 結核研究所補助                  402
・ 厚生労働科学研究費 (新型インフルエンサ

・
等新興・再興

感染症研究)(※厚生科学課計上)        2,403
Э  うち次世代ワクチン開発に関する前究

`再

掲)【特別重点】 600
・ HTLV-1関連疾患に関する研究 (一部再掲)     1,000

感染症危機管理支援ライフ・ラリーシステム経費

新型インフルエンサ
゛
対策事業費 (診療従事者研修)

政府開発援助結核研究所補助

世界保健機関等拠出金 (※国際課計上)

動物由来感染症対策費

予防接種事故救済給付費

新型インフルエンデ予防接種健康被害給付金

28

1,179

136

特定B型肝炎ウイルス感業者給付金等支給業務費交付金 57.200
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2:がん対策

事 項
平成24年度
当初予算額

平成25年度
概算要求額

備 考

がん対策の総合的
かつ計画的な推進

百万円

27,456〉

16,089

く

百万円

39,223〉

22,002
く

l

百万円

うち 【特別重点要求】
うち健康局計上分
うち他部局計上分

20,027

12,925

7,103

・がん診療連携拠点病院機能強化事業

∈)・ がん医療に携わる看護研修事業

O・ 医科歯科連携事業

2,760

31

15

2.がんと診断された時からの緩和ケアの推進  1,291

(1)がんと診断された時からの緩和ケアの推進  ■,133
・インターネットを活用した専門医の育成   50
等事業

・都道府県健康対策推進事業 (緩和ケア研  118
修部分)

・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア  101
研修等事業

・がん医療に携わる医師に対するコミュニ   28
ケーシヨン技術研修事業

・がん患者に対するリハビリテーシヨンに   13
関する研修事業

①・
(1耽詮壇署権靴羅垣彗羹芳碑

イ
i毒斎重点】 4ブ

5

③・濯鳥亦季署響サ皇璽膳撃肇雰;ヒ司毒男‖重点】
'46(2)在宅医療・介護サービス提供体制の構築    158

・がん診療連携拠点病院機能強化事業    127
(在宅緩和ケア地域連携事業分)

・在宅での医療用麻薬使用推進モデル事業   31
(※医薬食品局計上)

・都道府県健康対策推進事業 (緩和ケア研修
部分を除く)

・がん総合相談に携わる者に対する研修
プログラム策定事業

・国立がん研究センター委託費

752

126

1.放射線療法、化学療法、手術療法の更なる充実

3 がん登録の推進 とがん医療に関す る相談    927

-2-



事 項
平成24年度
当初予算額

平成25年度
概算要求額

備 考

|

|

4.がんの予防・ 見の推進      18,423

がんの予防 3,010

③

・健康的な生活習慣づくり重点化事業     56
(たばこ対策促進事業)

・がん診療連携拠点病院機能強化事業    159
(たばこクィットライン事業分)

(2) がんの早期発見 15,414

がん検診受診率向上企業連携推進事業   106
マンモグラフィ検診精度向上事業     354

③

Jがん検診推進事業 (大腸がん検診分)

・女性のためのがん検診推進事業
【特別重点】

3,310

11.596

ん に5. がん「こ関する研究の推進             14,137

第 3次対がん総合戦略研究経費 2,842
(※厚生科学課計上)

難病・がん等の疾患分野の医療の    2,588
実用化研究経費'  (※厚生科学課計上)

C)・贅爾花群実薫豊資泰2霧異罰羹署究関係)
(※厚年科学課計上)【特別重点】
・がん臨床試験基盤整備事業費

5,000

150

嘔)・ぶ究詮彗清難讐燿籠写管霜肇イト霧義提供
事業分)【特別重点】

①
・

【奪窺量冨r就
労

写
題I干関す,実態分打

事業

C)・肇奎豪再鶏壁言F関
する相談支援モデル

①・[瑠襲滉餞芦
実1費

()・温墨晶嚢嚢轟桑縄」
立等の率援対策事業

319

129

７
′
う
‘

の両立       548

13
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事 項
平成24年度
当初予算額

平成25年度
概算要求額

備 考

7.小 児への

③

・がん診療連携拠点病院機能強化事業
(小児がん拠点病院機能強化事業)

・がん医療に携わる医師に対する緩和
ケア研修等事業
(小児がん緩和ケアに係る部分)

・小児がん拠点病院整備費

・がん診療連携拠点病院機能強化事業
(小児がんセンター (仮称)基盤整備事業)

30

1∞

100

・がん対策推進費

・がん対策推進協議会経費

６

　

４

を総合的かつ計画的に8.が ん対 策 を総合的かつ計画的に推進       20

注)< >は 他局計上分を含む。
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3.肝炎対策

く  〉は他局計上分を含む

-5-

事 項

平 成 24年 度
予   算   額

平 魔 25年 度
概 算 要 求 額

備 考

肝炎対策の推進

肝炎治療促進のための環

境整備

肝炎ウイルス検査の促進2

3 健康管理の推進と安全・
安心の肝炎治療の推進、

肝硬変・肝がん患者への

対応

国民に対する正 しい知識

の普及と理解

5.研究の促進

百万円

く23,897>
18, 800

く 13,736>
13.736

4,101>
4,101

989>
757

< 78>
172

893>
34

百万円

く 24,232>
17,465

く 10,670>
10,670

＜

　

　

　

　

　

＜

4,097>
4. 097

198>
866

く 201>
195

< 8
1

066>
637

くうち特別重点

百万円

3,329>

感染症対策特別促進事業費 10,554

特定感染症検査等事業費   1,653

健康増進事業        2,444

感染症対策特別促進事業費  860
・肝疾患診療連携拠点病院等連絡協

議会の設置等

・かかりつけ医等の研修等

・肝炎患者の就労に関する相談支援

体制の強化等 (特別重点)

肝炎総合対策費 135

・都道府県等における検査の受診勧

奨等の普及啓発

・肝炎総合対策推進国民運動事業

肝炎対策推進協議会経費    3
感染症対策特11促進事業費   57
・都道府県等における検査の受診勧

奨等の普及啓発 (自治体 )

肝炎研究基盤整備事業費    37
厚生労働科学研究費

肝炎等克服緊急対策研究経費 (一部

特別重点) 2,689

健康長寿社会実現のためのライフ・イノ

ヘ・→ョンフ・ロシ・ェクト(肝炎分)  450
B型肝炎の創薬実用化等研究経費

(一部特別重点) 3:000

国立国際医療研究センターの研究基

盤体制の整備 (特別重点) 1,600



ア4. 難病対策、リウマチ " レルギー対策、腎疾患対策、慢性疼痛対策

項事
平成24年度

予算額

平成25年度

概算要求額
考備

1.難 病対策

(1)調査研究の推進

医療施設等の整備

医療費の自己負担の
軽減

地域における保健医療
福祉の充実・連携

(5)QOLの 向上を目指し
た福祉施策の推進

2上昇案了チ
・アレルギ

(1)リ ウマチ・アレルギー
疾患に関する正しい情
報の提供

(2)リ ウマチ・アレルギー
疾患に関する医療の提
供

(3)リ ウマチ・アレルギー
疾患に関する研究等の
推進

腎疾患対策

腎疾患に関する正しい
情報の提供

腎疾患に関する医療の
提供

腎疾患に関する研究等
の推進

２

　

　

　

　

３

(4)

3.

(1)

(2)

(3)

く鰐3
356

く102〉
0

裏謁雰
21

項 )

０

　

　

　

６

(事

0_1

く571〉
0

く百彊界
44

3

41

・́
一̈・
　
　
　
　
　
『′・・・

く  193〉
0

くf忌;;
356

〈113〉
0

169〉
0

０
　
　
　
３５０

　

６

事

0.|

く百漏雰
18

13

6

く387〉
0

く百夕思
40

3

37

′

、

35,000

144
140
141
7
52
18
43

41

13

百万円

うち (特別重点)2,900百万円

雪省節墾層「

薬品等の開発支援 (※厚生科学課
1上
)500

重症難病患者拠点・協力病院設備整備費

特定疾患治療研究事業

１

２

３

４

５

６

７

８

業
業
事
事
修
ス
研

業

ビ
成
　
事

一
養

付

サ

一　
給

業
プ
パ
業
具

事
ル
ル
事
用

援
ヘ
ヘ
所
活

支
ム
ム
入
生

活

一
Ｉ
翌
帯

生
ホ
ホ
短
日

宅
等
等
等
等

居
者
者
者
者

等
憲
患
患
患

童
理
聾
絹

島
灘
欝
難

病
駅
ぶ
ろ

難
‘
く
く
く

l半 3形季二霜散七J石翌肇異養成研修経費 等18

リウマチ・アレルギー特別対策事業        6

旱生寛製フラ鷲華整撲菫華挙誘尾轟翻抒舅雪換P 387

1喜姿量響賓馨肇塞讐費

1書撲慧量重ィ

`♀

鵬星≧彗梨対策事業

厚生
書襲驚爵翼吾憂

補助金 (※厚生科学課計上)

１

２

　

　

９

２８

169

-6=



事 項
平成24年度

当初予算額

平成25年度

概算要求額
備 考

4.慢 性疼痛対策

(1)慢性疼痛に関する正し
い情報の提供

(2)慢性疼痛に関する研究
等の推進

くF傷雰
10

10

く  113〉
0

円
Ｄ
０
　
　
０
　
Ｄ
０

万
７
１
　
　
１
　
６

百
　
　
　
　
　
く

からだの痛み・相談支援事業          10

厚生覆樫謝露致壽纂欝斃金(※「
生科学課計上) 113

注)く 〉は他局計上分を含む。

-7-



5.エ イズ対策 ニハンセン病対策

注)<  >は 、他局tl上分を含む。

事 項
平成24年 度

予 算 i額
平成25年度

概算要求額
備 考

エイズ対策

(1)原 因の究 明・発生の予
防及びまん延の防止

(2)医 療の提供

(3)研究開発の推進

(4)国 際的な連携

(5)人 権の尊重・普及啓発
及び教育・関係機関と
の新たな連携

(6)都道府県等によるエイ
ズ対策促進

(7) 独立行政法人日立国際
医療研究センター運営
費交付金

ハ ンセ ン病対策2.

百万円

5,683>
1,487
<

357>
355

822>
763

<

<2,750>
30

257>
3

167>
196

<

< 140>
140

189>
0

<38,849>
4,867

百万円

5,742>
1,481

355,>
354

808>
751

<2,354>
30

く 242>
13

1,155>
193

<

く 140>
140

189>
0

<

<38,115>
4,471

(特別重点)240百 万円

1エ イズ発生動向調査経費
2血液凝固異常症実態調査事業
3 HIV感 業者等保健福祉相談事業

4保健所等におけるHiV検査・相談事業
265

HIV感業者・エイズ患者の在宅医療・
介護の環境整備事業        39
中核拠点病院連絡調整員養成事業  12
地方プロック拠点病院整備促進事業 180
血友病患者等治療研究事業    460

厚
争11…

厚生科学課計
協

2外 国人研究者招へい等研究推進事業
161

03医 療イノベーション 5か年戦略の着実
な推進             240

エイズ国際協力計画推進検討事業
エイズ国際会議研究者等派遣事業

NGO等 、の支援事業
「世界エイズデー J啓発普及事業
エイズ予防情報センター事業

エイズ対策促進事業費等補助金

エイズ医療治験研究費

140

1́89

翻罪・名誉回復措置
在園保障

社会復帰・社会生活支援

1.292
127

3,051

-8-



6.移 植 対策

事     項

平成24年度

予 算 額

平成25年度

概算要求額

備 考

移植対策の推進

臓器移植対策の推進

2造血幹細胞移植対策の推進

その他

百万円

く2, 656〉
2,484

_く 700〉
700

(1, 784〉
1, 784

′

、 72〉

百万円

く3, 205〉
3,061

く671〉
671

く2, 390〉
2. 390

く144〉

百万円

(うち健康局分3.061百万円、他局計上分144

百万円)

(1)臓器移植対策事業費
・あっせん業務関係事業費

C曽 あつせん事業従事者の増
・あっせん事業体制整備費
・普及啓発事業費
・運営管理費等経費

C2)移植対策費

(3)ァィバンク設備整備事業

(41腎移植施設整備事業

(5)HLA検査センター設備整備事業
(61肝移植施設整備事業

(7)組織バンク設備整備事業

釧

３５‐

１８

２６３

‐７

‐０

３０

(1)骨髄移植対策事業費 471

・あつせん業務関係事業費      362
0 コーディネート期間短縮のための取組

7

・あつせん事業体制事業費       16
・普及啓発事業費           93
0患 者負担金の低所得者対策の充実 10
(2)骨髄データバンク登録費      684
13)さ い帯血移植対策事業費      653
・さい帯血保存管理業務費      603
・さい帯血情報管理経費        29

5聡糀 載占嘉席
級 」

③ C41造血幹細随媚瑠需諄■

ドナー登録支援事業     38
0(5)造血幹細胞移植拠点病院整備事業
(特別重点要望)         227
0(0末梢血幹細胞操取施設への設備整備 303
(特別重点要望)※保健衛生施設等設備整備姜
①O)移植対策費        14
(8)さ し`帯血バンク設備整備事業
l19)特殊病室施設整備事業

1厚生労働科学喜究姜

「
i言首轟〔]汁'繊< >は 他 局 計 上分 を含 む 。 ヽ

 ́ 1   -9-



7.健康増進対策

-10-

く 〉内は、他局計上分を含む。



事 項

平 成 24年 度

予  算  額

平成 25年 度

概算要求額
備 考

保健衛生施設等整備
(災害復旧に対する
支援を含む)

施設整備費

設備整備費

3.施設災害復旧費

4.設備災害復旧費

百万円

2,897

883

2,014

0

0

百万

3,61

1,992

644

90

うち (特別重点)

(復興 (復興庁計上)

03

うち

・設備整備事業

0)・ 設備整備事業 (特別重点)|

監韓曇話轟傷走套婆雰墓鳥F瑾暮tキ P奢霊撃鶏杷霧1
の整備を図る。

・設備整備事業 (復興 (復興庁計上))

念曇憲機革お量霧を考讚F呂蟷悪≧聖看75霧襲警i

① 保健衛生施設等9施設災害復旧事業 (復興

③ 保健衛生施設等あ設備災害復旧事業 (復果

百万円

1,560

303

多植の体制整備 (造
道に関する研究基盤

129

屋を実施するために
D実施を図る。

復興庁計上 )

復興庁計上 )

整 備 費 の 補

【施 設 整 備 費 】

感染症指定医療機関
新型インフにンサ・患者入院医療機B
感染症外来協力医療機関
エイス・治療個室等の施設
HiV検査・相談室
小児がん拠点病院 (仮称)
難病相談・支援センター

原爆医療施設
原爆被爆者保健福祉施設
放射線影響研究所施設
農村検診センター

結核研究所

結核患者収容モデル病室

多剤耐性結核専門医療機関
医薬分業推進支援センター
食肉衛生検査所

精神科病院

精神科救急医療センター 等

!助 対 象 メ ニ EL~

設 備 整 備

・感染症指定医療機関
・新型インフ肛ンサ

゛
患者入院医療機関

・感染症外来協力医療機関
・エイス・治療拠点病院
・‖IV検査・相談室
・難病医療拠点・協力病院
・原爆医療施設
・原爆被爆者保健福祉施設
・食肉衛生検査所 (iS[検査)
・地方中核がん診療施設
・さい帯血バンク
・造血幹細胞数測定装置
・組織バンク
・眼球あつせん機関
・医薬分業推進支援センター
・と畜場
:市場衛生検査所
・マンモグラフィ検診機関
・精神科病院 等

③

8.保健衛生施設等整備 (災害復旧に対する支援を含む)

-11-



9.水道事業の適切な運営など

事    項
度
額
年２４
算
成平
予

平成25年度
概算要求額 考備

水道事業の適切な運営など

1重点要求【公共事業】

2.施設整備【公共事業】

(1)簡易水道等施設整備費

(2)水道水源開発等施設整備費

(3)指導監督事務費

(4)補助率差額

(5)災害復旧費 (東日本大震災を除く)

(6)調査費

3.水道安全対策等【非公共事業】

4.防災対策【公共事業】

5.水道施設の復旧・復興【公共事業】
(東日本大震災)

円

　

８２
　
　
　
一

億

　

５

４

　

　

６

０

　

　

４

２

　

　

１

541

０

０

３

０

１

６

　

　

０

７

　

　

０

１

　

　

２

〈

く

(

億 円

793)

671

34)

30

265〉

184

117

0.5

0.1

30

0.3

1.6

63

＞

６

　

　

０

４

５

　

　

０

９

２

　

　

２

２

(49,354〉

うち【復興復旧】45,577

「安全で安心できる水道水の供給に向けた
高度浄水処理の推進J

l.水道未普及地域解消事業

2簡易水道再編推進事業
3生活基盤近代化事業
4閉山炭鉱水道施設整備事業

1水道水源開発施設整備費
2水道広域化施設整備費
3高度浄水施設等整備費
4.水道水源自動監視施設等整備費 :

・指導監督事務費 .

・北方領土隣接地域振興等事業補助率差額

・水道施設災害復旧事業

・水道施設整備事業調査費等

1.水道水源水質対策の推進

2.水道ビジョンの推進

水道産業国際展開推進事業費

効率的な更新計画検討事業費

水道施設耐震化推進事業費

3.水質管理等強化の推進

4:給水装置対策の推進

05.浄水技術評価制度検討事業資

③ 6.水道施設危機管理体制構築事業費

7.その他(国際分担金など)

・水道施設の耐震化事業費

復興庁T括計上

1.水道施設災害復旧事業

2.災害復旧現地調査旅費

百万円

3,000

10

13

14

24

10

10

19

25,575

20,000

2

く  )は、内閣府と国土交通省計上分を含む。
…12-



10.生活衛生関係営業対策・建築物等環境衛生対策

く  >は 他局計上分を含む。

…13-

事 項
平成24年度
予 算 額

平成25年度
概算要求額

備 考

生活衛生関係営業対策・建築物等

環境衛生対策

1 生活衛生関係営業対策

(1)生活衛生営業対策費

ア 生活衛生関係営業対策
事業費補助金

(全国指導センター、

都道府県、連合会・組合)

イ その他

生活衛生金題対策費

建築物等環境衛生対策

(1)シ ックハウス対策費

(2)建築物環境衛生管理技術者
国家試験費

百万円

く2,638〉

2,551

く2,543〉

2,543

956

932

24

０
０

＞

　

　

　

　

　

＞

　

　

　

　

　

＞

５

９

　

　

　

５

　
８

　

　

　

１

１

９

　

　

　

　

　

９

百万円

く2,821〉

2,736

く2,727〉

2,727

955

932

1,772

＞

　

　

　

　

　

＞

　

　

　

　

　

＞

４

９

　

　

　

３

　
８

　

　

　

１

１

９

　

　

　

　

　

９

団
ｎ
万斉
ロ

うち復興特別会計135百万円

・生活衛生資金融資補給金

〔貸付計画額 : 1,150億円〕



11.原爆被爆者等対策

注1)く 〉は毒ガス障害者対策を含む
注2)各事項の額は、億円単位未満四捨五入しているため、合計額は一致しない。

事 項
平成24年度

予 算 額

平成25年度

概算要求額
備 考

1 原爆被爆者対策費

(1)諸手当等

(2)医療費等

(3)保健福祉事業等

(4)原爆死没者追悼事業
等

(5)調査研究等

2.毒ガス障害者対策

億円

486〉

478

930

438

〈1

1

63

6

42

０
●

億円

1,485)

1,477

931

く

437

ｒ
ｕ
＾
υ

5

39

8

億円

医療特別手当の増

健康管理手当の減

(11億円増)

(10億円減)

介護保険等利用被爆者助成事業 198

放射線影響研究所補助金      19.7
広島原爆体験者等健康意識相談等事業 0.3σ
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12.地域保健対策

事 項
平成 24年度
予  算  額

平成 25年度
概 算 要 求 額

備 考

地域保健対策

1 人材育成対策の推進

2 地域・職域の連携
体制等の推進

3 地域健康危機管理
対策の推進

百万円

920 >

464

く

128

230

く 562>

106

|

百万円

1,007 >

558

225

く

227

く 554>

106

百万円

市町村保健活動体制強41費     、

地域保健従事者現任教育推進事業  ´
地域保健従事者の現任教育体制の推進

新任保健師の青成支援

保健師管理者能力育成研修事業

地域保健活動事業等経費

地域保健対策啓発普及経費

健康サポーター (健人)育成事業 (再掲)

地域・職域連携推進関係経費等

ホ=ムレス保健サービス支援事業費

地域保健総合推進事業

健康危機管理支援ライプラリーシステム

事業費

地域健康危機管理対策事業費

健康危機管理対策経費

・

　

０

　

　

　

　

６

　

９

　

５

１

　

　

　

　

６

　

４

　

１

●
４

③ 105

56

5

167

35

65

厚生労働科学研究費

健康安全・危機管理対策総合研究費

(※厚生科学課計上)

８月
■
月
■

注) く 〉は他局計上分を含む。




